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増えてきたPMOの設置

PMOは、プロジェクトの計画達成に必要

なさまざまな支援を行う全社横断的な組織で

ある。最近、複数の部署の間で調整が必要な

情報システム関連のプロジェクトが多くなっ

ているため、PMOを設置するユーザー企業

が増えているが、多くのPMOは情報システ

ムの導入を目的に設置されているため、情報

システムの利用開始とともに解散するのが普

通である。

しかし、業務改革プロジェクトとは本来、

新しい情報システムを利用した業務が定着す

るまでの全体がプロジェクトである。従って、

本来は情報システムが運用・保守段階に入っ

てからも、PMOは業務改革を完遂するまで

その役割を果たすべきである。

運用・保守段階のPMO活動

筆者らは、運用・保守段階に入った情報シ

ステムに対するPMOの運営支援に携わって

いる。以下では、運用・保守段階のシステム

の問題解決にPMOが有効に機能した事例を

2つ紹介する。

A社は、全社的な業務効率化を目的に構築

した情報システムの保守作業で大量のバック

ログ（未着手案件）を抱えていた。IT部門

の保守担当者は、要員配置の見直しや厳格な

プロジェクト管理などを試みたが、事態は改

善しなかった。

そのためA社はIT部門と業務部門を橋渡し

する組織としてPMOを設置し、問題の多面

的な分析を行わせた。その結果、業務部門か

らの改修要求の大半は部分的なものであり、

全社的な業務効率の改善にはほとんど寄与し

ないものであることが分かった。

そこでPMOは、システム改修のための投

資について、確実に効果を上げる責任を業務

部門に負わせることにした。すなわち、業務

部門が改修要求を出す際に、全社的な改善効

果の予測を示し、改修後は実際の効果を測定

し、さらにそれを経営層に報告するというル

ールにしたのである。このルールを導入して

からは、業務部門からの改修要求は大幅に減

り、IT部門のバックログは解消に向かうこ

とになった。

B社は、複数の情報システムを活用した業

務改革プロジェクトを推進していたが、プロ

ジェクトに関係する複数のシステムの保守予

算は各システムごとに保守担当者が確保して
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いた。担当者は予算不足を恐れて必要以上に

予算を確保しがちで、仮に予算が余ってもそ

れを手放すことはなかった。その結果、予期

しない急なシステムの改修が必要になって

も、十分な保守予算が確保できない事態が生

じた。ビジネス環境の変化に柔軟に対応でき

ない状態になっていたのである。

そこでB社は、業務改革プロジェクトに関

係するシステムについて、その運用を統括す

るPMOを設置し、全体の保守予算を一元的

に管理する権限を与えた。PMOはその権限

に基づいて、案件の重要度や緊急度に応じて

保守予算を各システムに機動的に割り当てる

ことができる。これにより、重要で緊急の案

件に集中して予算を投入できるようになり、

ビジネス環境の変化への対応力が向上した。

必要度によって案件が選別されるため、シス

テム予算の総額も減少した。

以上は、情報システムの保守部門だけでは

解決が難しい問題がPMOの活動によって解

決した事例である。組織横断的な権限を持つ

PMOだからこそ、問題の解決が容易になる。

活動に方向性を与えるのがPMOの役割

通常、情報システムの構築段階においては、

PMOは個々のプロジェクトの計画達成に必

要な支援を行うことがその役割として期待さ

れる。

一方、運用・保守段階に入ると、全社横断

的な方針やルールを整備し、各部門の活動に

方向性を与える管理者的な役割（アドミニス

トレーション）が、より重要なPMOの役割

となる。

運用・保守段階では日々の課題に追われる

ことが多いため、システムの構築段階では関

係者間で共有されていたプロジェクトの目的

が見失われやすく、個々の業務部門、担当者

の都合が優先されがちになる。こうした事態

に陥らないようにするためには、常に全社最

適の視点から組織間の調整を行い、経営資源

を適切に配分し、全体の組織活動をプロジェ

クト本来の目的に向かうように統合する必要

がある。これにはPMOによるアドミニスト

レーションが欠かせない（図 1参照）。

以上で述べたとおり、業務改革プロジェク

トのように全社的な調整・統率活動が不可欠

なプロジェクトであればあるほど、情報シス

テムの構築段階だけでなく、情報システムの

ライフサイクル全体にわたってPMOの活動

が重要になる。 ■
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図１　PMOが果たす役割のイメージ 
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